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１ ． は じ め に
　2012年 9 月 9 日，パラリンピック史上最多の
164の国と地域から参加があったロンドン・パラ
リンピックが閉幕した。国際パラリンピック委員
会（International Paralympic Committee： 以 下
IPC）が目指す「障害をもつトップアスリートが
集う世界最高峰の競技大会」に向け，競技が高度
化する傾向が見られ，世界は今や障害者の競技ス
ポーツも国策として捉えられる時代となりつつあ
る。このように，競技スポーツが注目を集める一
方で，障害者のスポーツは，そもそもリハビリ
テーションを目的として発展してきたことは広く
知られている。これは日本に限ったことではな
く，Bailey1） が指摘するように世界的な動向でも
ある。
　Giulianotti2） に依拠すれば，スポーツ政策は社
会政策の領域にある。特に，マイノリティ支援に
対する取り組みは，社会政策の範囲にあるからこ
そ成し得るという。ならばスポーツ政策は，障害
者のスポーツ推進も含む，スポーツにおける不平
等やスポーツ機会の格差といった問題に立ち向か
う役割があるといえよう。我が国では，2011年に
スポーツ基本法が施行され，スポーツ関連法にお
いても障害者のスポーツも推進されるべきと明文
化された。しかし，2012年 ８ 月に一般社団法人日
本パラリンピアンズ協会が発表したパラリンピッ
ク選手の競技環境調査3） が示すように，パラリン
ピック選手でさえも，今なお，障害を理由に施設
の利用を断られるといった結果が報告されている
ような状況にある。つまり，日本の障害者のス
ポーツは，リハビリテーション，障害者の社会参
加促進を目的とし発展してきたにもかかわらず，
障害者に対する差別なきスポーツ活動の実現には
未だ至っていないのである。
　1990年，世界に衝撃を与えた「障害をもつアメ
リカ人法」は，障害者に対するあらゆる差別を許
さないとしたことで知られる。この法律は世界各
国の障害者政策に多大なる影響を与え，オースト
ラリアや英国などにおいても「障害者差別禁止
法」が制定された。重要なことは，差別禁止法が
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〈要　約〉
　本稿は，日本における初期の障害者スポーツの発展形態を読み取ることを目的とし，特に政策変化につ
いて着目した。東京パラリンピック大会開催に向け，パラリンピックの父と言われるグットマンからの度
重なる開催実現に向けたアプローチ，それにこたえようとする日本関係者の中村など，キーアクターがも
たらした政策変化を読み取った。加えて，政策変化がもたらした，東京パラリンピック大会開催後の障害
者スポーツの初期の発展形態にも着目し，現在の障害者スポーツの基盤因子がどのように形成されてきた
のかにも着目した。特に，日本を統括する障害者スポーツ協会の発足，全国障害者スポーツ大会の開催，
障害者スポーツセンターの設置といった，日本独自の発展形態をもたらした歴史的背景を，Kingdon が提
唱するマルティプルストリーム・アプローチを用いて政策的に分析し考察した。
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制定された国々では，生活，労働，教育にだけで
なく、こうした社会政策が障害者のスポーツを推
進する法的根拠となっていることである。そし
て，英国においては，2010年平等法が施行され，
差別と言う消極的な考え方から，障害も，性も，
人種も超えて，皆平等であるという，より積極的
な考えに移行している4）。
　本稿は，日本の障害者のスポーツの原点ともい
える第 2 次世界大戦終戦後（1945年）に，どのよ
うにして障害者のスポーツが社会政策に位置づ
き，障害者のスポーツが発展してきたのかについ
て論じることとした。これは，障害者スポーツの
発展のためには，障害者政策とスポーツ政策両面
からの社会政策全体としてスポーツの公共性を高
める多面的アプローチが必要であるとの考えによ
る。加えて，障害者のスポーツ推進は法的に十分
に守られているとは言い難い日本の状況に対し，
初期の日本の障害者スポーツの発展に着目するこ
とで，日本における障害者スポーツ推進の原点を
分析し，今後の発展の一助になればと考える。そ
のため，発展史において基盤となった戦後から
1970年代を中心に，政策変化を考察することとし
た。また，Kingdon5） が提唱する政策分析アプ
ローチのひとつであるマルティプルストリーム・
アプローチを用いて，キーアクターや核となる政
策議論を政策的に読み取り分析する。
２ ． 障害者スポーツの起こり
２ － １ 　障害者スポーツの起こり（世界的起源）
　中村6） によれば，戦前，障害者のスポーツは，
全国各地の療養所，保養所，病院，学校（視覚障
害者や聴覚障害者のための教育機関）などの施設
にて慰安的レクリエーションとして行われていた
が，スポーツという域には程遠いものであったと
いう。他方で，欧米では戦前にも障害者のスポー
ツの取り組みが報告されている。特に，ドイツで
は，第1次世界大戦（1914～1918年）前に既に運
動療法なしには若い身体障害者たちの適切な発達
はありえないなどといった示唆がなされていた。
そもそもドイツには，ヤーン式体操に対する科学
的認識の深まり，またヤーン式の体操を取り巻く
論争に医師や医学者などの関与もあったことか
ら，体操のもつ医療的効果や身体的効果に関する
研究基盤があったことも大きかっただろう。例え
ば，医学者であるシュレーバーは，1852年に「運
動医療法」や1855年に「室内医療体操」を発表し
ている。加えて，1918年には傷痍軍人のためのス
ポーツを取り上げた映画も作成されたなどの記述
も残されている。また，1888年には，ベルリンに
て世界初とされる障害者のスポーツ組織，聴覚障
害者のためのスポーツクラブが設立されてい 
た7） （注1）。
　実際に，パラリンピックの父といわれる Sir 
Ludwig Guttmann（以下，グットマン）は，ユ
ダヤ人であった故，1939年に英国に亡命すること
になるが，亡命前はドイツで神経科医として勤務
していた。亡命後に勤務したストークマンデビル
病院にて，脊髄損傷者の治療にスポーツを取り入
れた。そして1948年，ロンドン・オリンピック開
会式と同じ日に病院内で患者を集い，スポーツ大
会を開催した。この取り組みが，今日のパラリン
ピックの始まりと言われている。英国パラリン
ピック委員会の副会長であるアーサ（2009年 , イ
ンタビュー）も，「仮にグットマンがユダヤ人で
なく，ドイツ人医師としてドイツで勤務していた
のであれば，パラリンピックの発祥の地は英国で
はなくドイツであった可能性は十分に考えられ
る」と指摘する。
　とはいえ，グットマン自身は，治療といった枠
組みだけで障害者のスポーツを捉えていたのでは
なかった。1956年，グットマンは，国際オリン
ピック委員会からフィアンリーカップ（Fearnley 
Cup）を授与された式で，「障害をもつアスリー
トがいつの日かオリンピックに出場できれば」と
夢を語ったという。グットマンと長きに渡り，障
害者のスポーツ推進に貢献してきた Joan Scruton 
MBE（以下，スクルートン）８） は，自伝の中で
グットマンの授与式でのスピーチを振り返り，
「1957年という時代に，あのような発言をグット
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マン以外の誰ができたのだろう」と述べている。
障害者は病院や施設で人権もなく生活を虐げられ
ていた時代背景を考えれば，グットマンの発言は
革新的であったことは容易に想像できる。ドイツ
での医療現場経験から，「治療にスポーツを」と
考えたことは十分に推測できるが，グットマン自
身が掲げていたゴールは，治療という枠を超え，
競技スポーツを通して障害者の可能性を世に示す
ことであったのかもしれない。いずれにせよ，こ
うしたグットマンの精神が世界各地で支持され，
今日の障害者のスポーツの土台を築いたといって
も過言ではない。
２ － ２ 　本研究の意義
　グットマンが英国から発信した障害者のスポー
ツ・ムーブメントは日本にも届き，その後の日本
の障害者のスポーツの発展に大きな影響を及ぼし
た。本稿では，1949年，我が国の初の障害者関連
法である「身体障害者福祉法」の施行から，1964
年の東京パラリンピック開催に至るまでの障害者
政策とスポーツの推進の関係性も読み取りつつ，
特に戦後から今日の障害者のスポーツ体制の基盤
となった1970年代までを中心に考察することとし
た。これは，東京パラリンピック開催前後に，社
会政策領域にてどのようにして障害者のスポーツ
というアジェンダが着目されたのか，その原点を
探りたいと考えるためである。確かに，2011年の
スポーツ基本法施行により，障害者政策（医療政
策含む）だけでなくスポーツ政策領域においても
障害者のスポーツは関心を集めるようになった。
換言すれば，スポーツ政策において，今世紀より
ようやく障害者にもスポーツの権利やスポーツ・
フォー・オールの実現に向けた公共性担保の取り
組みが始まろうとしている。これこそが，社会政
策としての顔をもつスポーツ政策の発展にもなり
うる。このような過渡期にあるからこそ，障害者
スポーツのそもそもの出発点を理解し，我が国の
障害者のスポーツと社会政策の原点を探ることに
研究意義があると考える。
　本稿は，障害者のスポーツの発展形態を読み解
くにあたり，本稿は時期区分（Periodisation）を
用いる。Philips9） の論に従うのであれば，時期区
分は過去の重要な転換点から新しい時代へと移り
ゆくさまを理解する上で価値のある概念である。
政策の発展を理解するということは，多くの歴史
に関わる人々の価値観や考えが交錯する中で発展
する，非常に複雑な政策過程と社会事象を読み解
く必要がある。しかし，複雑な変遷（本稿では日
本における障害者のスポーツの誕生期）を読み取
るということは解釈といった新たな課題を著者に
もたらしうる10）。それ故，本稿では障害者のス
ポーツの発展を分析する際，その後の出来事に影
響を及ぼしたと考えられる出来事を時代の転換点
とする。以上を踏まえ，本稿では，戦後から1970
年代までを以下の 3 つに時期を区分した。
第 1 期： 1949年-1963年：障害者福祉政策の整
備と東京パラリンピック大会開催への
動き
第 2 期： 1964年-1973年：東京パラリンピック
大会が障害者のスポーツの発展にもた
らしたもの～
日本身体障害者スポーツ協会の設立と
全国身体障害者スポーツ大会開催
第 3 期： 1974年-：日本初の障害者スポーツセ
ンターの設立へ
　なお，本稿は，歴史を知りうる上で重要な文献
研究，さらに関係者より得られたインタビュー結
果を基に論じる。
２ － ３ 　用　　　語
　議論に入る前に，障害者スポーツの用語につい
て簡単に整理をしておく。近年，日本では，「ア
ダプテッドスポーツ」という用語が，障害者，高
齢者，そして子どもも含む対象層の広い概念とし
て用いられている11）。しかし，英国では，車椅子
バスケットボールなど，何らかの種目のルールな
どをアダプテッドし（適応させ）生まれたスポー
ツ種目を限定的に指す傾向にあることから，アダ
プテッドスポーツの概念は非常に狭く，本稿で用
いることは有効であるとは言い難い。加えて，パ
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ラリンピック・スポーツという表記はパラリン
ピック種目に限定されるため，これも本稿の議論
からは狭義である。そこで，本稿では，英語の
“Disability Sport”， ま た は “Sport for/of the 
Disabled”，日本語は「障害者（の）スポーツ」
を用いることで，広く障害者のスポーツを論じる
こととした。
３ ．戦後日本の障害者スポーツの発
展形態
３ － １ 　第 １ 期：１949年-１956年：障害者福祉政
策の整備と東京パラリンピック大会開
催への動き　
　この時期以前は，中村12） が論じているように，
特別支援学校や障害者施設など，レクリエーショ
ン的，また治療的な活動は行われていたようだ
が，詳細については定かでない。終戦後，混乱す
る時代背景の中で，たとえば1951年，身体障害者
のためのスポーツ行事が初めて開催されている。
しかし，開催された大会そのものは極めて少な
い。
　この時期の発展形態を論じる前に，時代背景を
簡単に述べる。第 2 次世界大戦の敗戦により，日
本は社会経済的に非常に不安定であった。1945年
から1952年は，日本は GHQ の統治下で，国の復
興に取り組んでいた。第 2 次世界大戦直後，
GHQ は児童福祉法など福祉法の整備に取り組む
が，一方で障害者福祉に関しては，障害を負った
兵士の支援を行うことは軍事化を促進するとし
て，障害者の福祉政策の整備に対し非常に消極的
であった13）。身体障害者福祉法案の制定に向け，
GHQ と粘り強く交渉を重ねたのが，当時の厚生
次官で，後に日本（身体）障害者スポーツ協会の
初代会長となった葛西嘉資である。
　一方でスポーツにおいては，GHQ は，大衆化
とスポーツマンシップを結びつけ，日本の民主化
政策の一環としてスポーツ振興を促した14）。この
時期の他の重要な出来事は，日本が国際舞台に再
び戻ったことである。これは，周知の通りアメリ
カと極東アジア・ロシアとの政治的な緊張が，日
本のサンフランシスコ平和条約の調印を実現させ
たことが背景にある。GHQ の統治下時代が終わ
り，日本は，1956年国連への再加盟，1964年の東
京オリンピックの招致にも成功し，他の国々との
良好な関係を徐々に構築していった。
３ － １ － １ 　パラリンピック開催への道
　1949年の身体障害者福祉法の制定により，国立
身体障害者更生指導所（1949年開設）（1979年に
設立された現在の国立障害者リハビリテーション
センターの前身 （注2）：以下「国立リハビリテー
ションセンター」）や地域のリハビリテーション
センターなどが設立された。これらの施設では，
障害のある入居者にレクリエーション活動の場を
提供し15），たとえば国立リハビリテーションセン
ターでは，サッカーボールでのドリブル，徒競走
などが行われていた。1957年，高知県の精神科病
院にて入院患者に対し，ソフトボール大会が開催
された。後に中村裕医師が太陽の家を創設した大
分県では，1961年の大分県身体障害者スポーツ大
会が開催された。この大会が初の競技大会となっ
た16）。同年，大分県では，知的障害者のためのソ
フトボール大会が開催された。
　日本において，早くから障害者スポーツについ
て関心を示したのは，当時の九州労災病院院長の
内藤三郎であった。内藤は，1957年にロンドンで
開催された「国際身体障害者会議」に出席し，そ
の会議で講演したグットマンの「身体障害者のリ
ハビリテーションにおけるスポーツの重要性」を
聴き，感銘を受けたという17）。また，早期の障害
者スポーツに関する報告には，傷痍軍人であり，
語学が堪能であった沖野亦男（世界歴戦者連盟日
本理事）が，1960年 4 月に国立身体障害者更生指
導所の所長であった稗田正虎を訪ね，ヨーロッパ
における身体障害者のスポーツの現状を紹介し
た。沖田が稗田らとともに1961年 2 月に出版した
「身体障害者スポーツ」は，関係者の関心を集め
た。この文献は，我が国の障害者スポーツに関す
る最初の文献となった。
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　さらに，グットマンと日本をつなぐもうひとつ
重要な出来事があった。1960年，グットマンは共
同通信社のローマ総局長夫人であった渡辺華子
に，次回のパラリンピックを東京で開催して欲し
いと伝えた。渡辺は，厚生大臣官房連絡参事官斎
藤勇一を介し，ローマで開催された第 9 回国際ス
トーク・マンデビル競技大会（後に，ローマパラ
リンピック）で，グットマンがオリンピックが開
催される東京でパラリンピックの開催も要望して
いることを伝えた。1961年 2 月に，渡辺は，身体
障害者更生指導研究会で，グットマンの「ローマ
大会報告書」を持参し，ローマで開催された大会
の様子と，グットマンのメッセージに加え，国際
ストークマンデビル大会（International Stoke 
Mandeville Wheelchair Sports Federation: 
ISMGF （注3））委員会が次回の主催国に日本を希望
していると報告した。スクルートン1８） によれば，
グットマンは東京の招致に非常に熱心であったと
いう。沖野もまた，1961年 5 月にパリで開催され
た世界歴戦者連盟でグットマンと出会い，身体障
害者スポーツに関する組織づくりについて話し
合った結果を，帰国後の同年 6 月13日，研究会に
報告した。しかし，身体障害者もスポーツをした
方が良いという意見が多かったもののパラリン
ピックの開催については日本の障害者スポーツの
現状を鑑み，まずは国内の振興につとめるべきで
「時期尚早」といった意見が研究会参加者の大半
を占めていた19）， 20）。一方，中村や増田21） のよう
に，ぜひ，「招致に動くべき」と考える者もい
た。とはいえ，東京がオリンピック開催地として
決定していなければ，このようなグットマンから
の要望が来ることもなかったと考えられる。　
　日本側の消極的な姿勢は，渡辺からグットマン
に伝えられ，グットマンは報告を受けた直後の
1961年 3 月に，稗田宛にパラリンピックの東京開
催について強い要請書を送っている22）。この依頼
を受け，稗田は，当時の厚生省社会局長の太宰博
邦にパラリンピックの招致について相談をもちか
けた。パラリンピックの招致については積極的で
あった葛西であったが，開催するのであればそれ
までのパラリンピックが大会名称もParaplegia （注4），
つまり脊髄損傷者のための大会であったものを，
視覚障害，聴覚障害，切断などの他の障害種別も参
加できるようにすべきだとの考えを示した。実際
の東京パラリンピックでは，初日が国際大会と称
し脊髄損傷者が参加し，他の障害種別をもつ選手
は 2 日目の国内大会への参加だった。現在では当
たり前となっている脊髄損傷者以外の障害種別の
参加も，当時はグットマンの反対があった （注5）。
そのため，最終的には太宰の提案は 2 日目の国内
大会開催といった妥協案という形になった（藤
原，2009年；インタビュー）。そして，当時，脊
髄損傷を中心に支援する国際ストークマンデビル
競技連盟（ISMGF）とその他の身体障害を支援
する国際身体障害者スポーツ機構（ISOD）は，
互いに対立していた様相があり，東京パラリン
ピック大会の試みは世界情勢の緩和にも一石を投
じたのではないかと考えられている23）。そして太
宰の英断は、その後の日本の障害者スポーツの発
展に寄与した（藤原，2009年；インタビュー）。
　1962年 3 月に，国際ライオンズ協会が朝日新聞
厚生文化事業団に対し，パラリンピックの開催を
するのであれば，ライオンズクラブが全面的に援
助すると申し出た24）。稗田らは，日本体育協会と
東京オリンピック組織委員会を訪問し，会場，宿
泊所，テクニカルスタッフ，器具の使用を依頼し
た。そして，1962年 4 月26日，稗田は，脊髄損傷
者以外の参加者も認めることを条件とし，東京で
パラリンピックの開催を決め，1962年 5 月10日，
朝日新聞社 6 階の第一談話室において，国際身体
障害者スポーツ大会準備打ち合わせ会を開催し
た。1962年 5 月19日，国際身体障害者スポーツ大
会準備委員会の委員長に葛西（元厚生省次官，当
時の社会福祉事業振興会会長）が就任した。
３ － １ － ２ 　グットマンと中村の親交
　1960年，中村裕医師は，ストークマンデビル病
院にある国立脊髄損傷者センターに 3 ヵ月間滞在
し，研修を行った。スクルートン25） は，グット
マンは中村を生涯の友と慕っており，日本と東ア
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ジアにおける障害者スポーツの振興に対する彼の
貢献を常にたたえていたと報告している。
　当時の日本は，依然として国際舞台への完全な
る復帰は難しい状況にあったが，中村が日本に帰
国する際にはストークマンデビル病院で送別会を
開催している。グットマンと中村の共通点は，本
業が医者であったことである。グットマンが国立
脊髄損傷者センターでの本業をこなしながら脊髄
損傷者のスポーツ推進に努めたように，中村も，
身体障害のある人が自立生活を望めるよう，太陽
の家を設立し，職業リハビリテーションと障害者
のスポーツの発展に積極的に取り組んでいる26）。
３ － １ － ３ 　障害者スポーツのイメージアップ
のために
　中村は，ストークマンデビルの研修で学んでき
た手法を用いて，帰国後の1961年10月22日に，身
体障害者のための初の競技大会を開催した。ま
た，初めての障害者のスポーツ組織を地元大分県
に設立した。しかし，こうした彼の尽力とは裏腹
に，障害者スポーツに対する大衆の関心が低いだ
けでなく，当時の人々はスポーツが障害者にもた
らす効果をあまり信用していなかった27）。英国で
も，グットマンらの取り組みが世界的に注目を集
める一方で，障害者を過保護にしている，ひいき
にしているなどといった批判も集めたりもした。
事実，障害者にスポーツ活動をといった考えは，
医療ケアやリハビリテーションの領域において非
常に新しい概念であり，加えて治療にスポーツを
といった取り組みは他に例もなく，最初から彼ら
の活動が受け入れられたわけではなかった。2８） （注6）
言い換えれば，この 2 人の取り組みは当時の社
会，医療関係者から必ずしも好意をもって受け入
れられていたわけではなかったのである。そして
日英両国の医師という専門性をもつエリートが、
各々の国の障害者スポーツを推進するという利益
集団において中核的な役割を果たしていた。しか
し，Lindblom と Woodhouse29） が論じるように良
い政策的関心が必ずしも社会の中で強い権力をも
つとは限らない。このことは本稿で紹介する 2 人
の尽力からも伺い知ることができる。
　中村は，関係者に障害者スポーツへの理解を得
るため，大分と東京を夜行列車で行き来する毎日
であった。パラリンピックの起爆剤として開催し
たスポーツ大会の開催も予想以上の効果をあげな
かった焦りから，1962年， 2 人の脊髄損傷者を第
11回国際ストークマンデビル大会に派遣し，マス
コミの広報力に頼ることを思いついた30）。壮行会
は，首相官邸で開催された。当時の池田首相，大
平官房長官が同席し， 2 人の選手の活躍を願い，
首相と選手が並んだ写真が紙面を飾った。当時の
新聞としては異例の扱いであった。これは，先に
触れた朝日新聞社の影響が大きく，結果的に日本
政府がパラリンピック開催に積極的になったきっ
かけとなった31）。なお，この第11回の大会で，日
本選手は，銅メダル 1 個を獲得した。この大会の
最終日に，グットマン，ISMG，中村，そして葛
西との間で東京パラリンピックの開催について会
議が行われ，グットマンとスクルートンが事前に
東京を視察することで合意した。大会が終了し帰
国した後，選手団は朝日新聞社社会局長と葛西委
員長とともに皇太子の表敬訪問をした。その際
に，東京でのパラリンピック開催についての希望
を出した。こうした働きかけにより，池田首相，
西村厚生大臣，大橋労働大臣が，記者会見の席
で，政府はパラリンピック開催に協力を惜しまな
いと確約するに至った。
　藤原（2009年 ; インタビュー）は，日本の障害
者スポーツがアメリカよりもイギリスの影響を受
けた最大の理由は，英国ストークマンデビル病院
で学んだ中村の圧倒的な存在感にあると述べてい
る。時として政府に厳しく要求を示す中村の姿勢
は，多くの日本の障害者スポーツ関係者を突き動
かしたという。　
３ － １ － 4 　政府支援の始まり　
　1963年，厚生省社会局長は，東京パラリンピッ
クと障害者スポーツについて，各地方自治体に文
書を送った。その書簡には32） 下記のような記載
があった。
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「大会の開催は，本人については精神的な身
体的な更生を促進し，一般国民については身
体障害者に係る関心と理解を高める等わが国
における身体障害者のリハビリテーションに
大きく寄与するのみではなく，世界的に高ま
りつつある身体障害者のリハビリテーション
に占めるスポーツの重要性に係る諸問題の国
際的な情報および経験の交換を盛んにすると
ともに，身体障害者の福祉の分野における各
国所在の諸機関および団体の間の協力を促進
し，あわせて一般的な国際間の親善にも寄与
するところ大であること」
　この記載を見る限り，政府は，ふたつの主な目
的を示している。ひとつは，「リハビリテーショ
ンの促進」であり，もうひとつは「国際親善」で
ある。東京パラリンピック運営委員会33） の報告
書の 1 ページ目には，ストークマンデビル病院で
は，スポーツをリハビリテーションのプログラム
に取り入れたところ，85％の患者が地域社会で何
らかの仕事を得て自立生活が可能となったと記さ
れている （注7）。いいかえれば，この数値は，障害
者を経済的に自立させ “納税者” にすることもで
きる好例であり，障害者のスポーツ支援をする理
由には十分であったといえよう。次に「国際親
善」であるが，日本は，国際舞台への復活に傾倒
するひとつの手段として，スポーツの効果に着目
していた。中村も「今にして東京オリンピックの
あとに “東京パラ” を開催できないとすれば福祉
国家ニッポンの看板は国際的にみて偽りになるで
あろう」と訴えていた34）。このような時代背景に
おいて，日本政府は国際大会の招致を無視するこ
とができなかったといえよう。なお，1960年代に
は葛西は ISMG の理事に就任している。
３ － １ － 5 　東京オリンピックとパラリンピッ
クの比較
　厚生省はパラリンピックを招致したものの，オ
リンピックとは開催規模に大きなギャップがあっ
た。日本オリンピック委員会35） によれば，東京
オリンピックは，1964年10月10日～24日（15日
間）に開催され，93ヵ国から5，133人の選手が集
結した。日本からは，437人（スタッフ82人，男
子選手294人，女子選手61人，計355人）が参加し
た。20競技163種目が行われ，まさに戦後最大の
スポーツイベントとなった。また，開会式は，後
に「体育の日」として国民の祝日となり，総予算
1 兆8，000億円，98億5，800万円を組織運営費，20
億6，000万円が選手強化費として配分された。
　一方，国際身体障害者スポーツ大会運営委員 
会36） によれば，東京パラリンピックは，東京オ
リンピックの 1 ヵ月後の1964年11月 ８ 日～14日
（ 7 日間）に開催され，22ヵ国から369人の選手が
集まった。最も大きな選手団を送ったのはイギリ
スで，70人の選手を派遣した。次いで，アメリカ
選手団の67人，日本からは53人の選手が参加し
た。日本のメダル獲得数は，22ヵ国中13位であっ
た。パラリンピックの予算については，政府から
2，000万円，東京都助成金から1，000万円，日本競
輪協会から4，083万円が出資された。自動車工業
会（2，500万円）といった企業や組織からのスポ
ンサーが集まった結果，大会運営委員会は，リフ
トつきバス 9 台を手配できた。日本体育協会の理
事であった東が大会運営委員会の副委員長をつと
めたが，東以外の委員は，社会福祉，病院を含め
た医療関係組織から多く選出された。テクニカル
については，競技団体からの応援も見られたが，
あくまでも大会運営の手伝い程度であった。
３ － ２ 　第 ２ 期：１964年-１97３年：東京パラリン
ピック大会がもたらしたもの～日本身
体障害者スポーツ協会の設立と全国身
体障害者スポーツ大会開催
３ － ２ － １ 　東京パラリンピックがもたらした
人々の意識改革
　東京パラリンピックの最大の効果は，障害のあ
る人に対する先入観を変えたことであった。パラ
リンピックが開催される以前は，障害者は病院も
しくは施設で生活しており，社会からは「かわい
そうな人」として認識されていた。たとえば，
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1956年の厚生白書37） には，「身体障害は，人間を
おそう不幸のなかでもきわめて深刻なもののひと
つである」と記されていることからも，当時の障
害者に対する印象を伺い知ることができる。東京
パラリンピック大会に出場した53人のうち僅か 5
人の日本人選手が仕事をもっていたが，他の選手
は，リハビリテーションセンターに入所してい
た。こうした社会情勢において，日本人は，ヨー
ロッパから来た障害をもつ選手の態度に驚きとと
まどいを覚えたと推測される。中村裕の息子であ
る中村太郎3８） は，障害者に対する時代背景を以
下のように記している。
「当時の日本社会においては『障害者は保護
されるべきもの』であった。家族に障害者が
いれば家のなかに隠すようなことがなされて
いたころである。外国人選手は，一人でタク
シーを呼び，銀座に買い物に出かけた。ま
た，ほとんどの選手が社会復帰をしており，
競技の合間に商談に出かけるものもあった。
東京パラリンピックの大会関係者のなかに
も，『大変だ。外国人選手が勝手に街に出て
いる。何かあったら責任は誰がとるんだ。事
故がおきてからでは遅いではないか。すぐに
選手一人ひとりに自衛隊員をつけよう』と大
騒ぎする者がいて，大真面目に議論された。
オリンピックの華やかさに比べ，パラリン
ピックは静かに幕を閉じた。しかし，障害者
の自立度や世間の認識には欧米と大きな開き
があった。」
藤原（2009年；インタビュー）は，海外の選手の
様子を見た日本人関係者の驚きとショックは，ま
さに「ホットトピック」であったと当時を振り
返っている。東京パラリンピックは，保護が中心
の障害者福祉政策を変化させる歴史的事項であっ
たのである39）。
３ － ２ － ２ 　東京パラリンピックが日本の障害
者スポーツの原点とされる所以
　東京パラリンピック大会は，日本の障害者政策
にも影響を与えた。東京パラリンピックの翌年の
1965年，理学療法・作業療法士協会が設立された
他，政府は公式に障害者のスポーツを推進するよ
う各地方自治体に書簡を送るなど，障害者政策の
整備がすすめられたのである。しかし，前述した
ように当時の厚生省は，障害者スポーツの目的は
あくまでも障害者を社会復帰（更生）特に就労へ
の効果を期待するものであった。
　1965年に日本身体障害者スポーツ協会が設立さ
れて以降，全国身体障害者スポーツ大会の開催な
ど，障害者スポーツの発展において重要な基盤を
形成した。1964年の東京パラリンピック以降から
長野パラリンピックの招致が決まるまで，パラリ
ンピックなどのような目立った歴史的イベントは
行われなかった。しかし，障害者のスポーツは地
域をベースに発展を遂げた。また，1981年の国際
障害者年も経験し，障害者全般に対する社会の認
識が高まった。
　東京オリンピックが閉幕し，日本は，高度経済
成長期を経て，世界マーケットに存在感を示すよ
うになった。多くの日本人が山村部から都市部に
移住し，都市構造が変動した。このことは，共同
体的な地域社会から切り離された人々が，市民社
会的人間に成熟しないまま大衆社会的状況の中に
投げ込まれてしまったことを意味する40）。そのた
め，帰属心は，地域ではなく職場社会に準拠集団
を求めた。そして経済市場に乗り切れなかった障
害者の多くは，地域からも職場社会からも切り離
された存在となった。実際にはパラリンピック開
催後も，障害者は地域に簡単に受け入れたわけで
はなかったのである。
３ － ２ － ３ 　日本身体障害者スポーツ協会の設
立
　東京パラリンピックの成功は，日本身体障害者
スポーツ協会（財団法人日本障害者スポーツ協会
の前身）の発足をもたらした。東京パラリンピッ
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クの翌年の1965年，国際パラリンピック運営委員
会の財源，21，044，730円を引き継ぎ， 5 月24日に
厚生省から正式に認可された団体となった。とは
いえ，発足当初は，運営的にも未熟な組織であっ
た41）。たとえば，発足直後数年，日本身体障害者
スポーツ協会は，下部組織も存在せず，助成金に
関する規定なども持たず，現状はボランティア 1
名で運営が行われていた。なお，日本身体障害者
スポーツ協会は，1998年に知的障害者のスポーツ
が加わったことで，日本障害者スポーツ協会に改
称している。
３ － ２ － 4 　スポーツ組織，指導者養成システ
ムの発展
　藤原（2009年；インタビュー）は，日本の障害
者スポーツの発展において，障害者スポーツセン
ターの設置と全国身体障害者スポーツ大会（全国
障害者スポーツ大会の前身；以下「全スポ」）の
開催が果たした役割は大きいと述べている。
　東京パラリンピックとその第 2 部として開催さ
れた国内大会は，1965年より開催された全スポへ
と引き継がれていった。障害者スポーツという新
しい取り組みを全国に展開していった点で，全ス
ポは障害者スポーツの地域振興に大きく貢献した
（藤原，2009年；インタビュー）。この全スポは，
毎年，都道府県の持ち回りで開催され，担当した
都道府県は全スポを盛り上げるために障害者団体
に呼びかけ，たとえば車椅子バスケットボールの
チームをつくるなど，都道府県内の障害者のス
ポーツの発展に寄与したからである。
　しかし，障害者スポーツを指導できる人材は不
足しており，障害者スポーツの領域で働くもの
は，いわゆるスポーツ活動に精通していない医療
福祉の関係者ばかりであった42）。そのような状況
を解決するため，1966年に国立リハビリテーショ
ンセンターにて障害者スポーツに関する指導法の
初めてのセッションが開催された。1968年に，障
害者のスポーツの振興を目的に資格制度を導入し
て以降，毎年，指導者講習会を開催し，現在の障
害者スポーツ指導員制度として位置づいている。
　また，1960年代から1970年代は，障害者と障害
者スポーツに関する政策文書が出された時期でも
あった。1970年の障害者法では，第22条に障害者
を自立させるために，または積極的にレクリエー
ションまたはスポーツ活動に参加させるために，
文化スポーツ活動上，必要な施設へのアクセス環
境を整えることと明記された。また，厚生省社会
局長は，1973年，障害者スポーツ推進に関する文
書を各地方自治体に送っている。
３ － ３ 　第 ３ 期：１974年-：日本初の障害者ス
ポーツセンターの設立へ
３ － ３ － １ 　障害者スポーツの推進拠点へ
　大阪市は，1974年，全国で初めての障害者ス
ポーツセンターを設立した。この設立の目的は，
障害のある人が，スポーツを一緒に行う人がいな
くても，気軽に訪れ，アクセス環境が整った場所
を提供することにあった43）。約10億円にも見積も
られた総工事費用であったが，大阪市に障害者ス
ポーツセンターの建設に踏み切らせた最大の理由
は，1960年代からの高度経済成長の波にのり，東
京，兵庫，神奈川などで大規模で包括的なリハビ
リテーションセンターが次々と設立されていった
一方で，やや乗り遅れた感のある大阪市が，何ら
かの目玉企画が欲しかったという地域間の競争や
面子といったものが背景にあった（藤原 , 2009年 ; 
インタビュー）。とはいえ，多額な工事費であ
る。東京パラリンピックのスタッフのひとりであ
り，社会福祉法人大阪市障害者更生文化協会の理
事長であった天野要らが，積極的に建設に向けて
動き出した。
「是非スポーツセンターを建てたいと，当時
の中馬市長に『身体障害者専用のスポーツセ
ンターを建てて欲しい」というと，『それは
いいけど，どれくらいかかる？』…『身障者
対策だけで10億円もかかるということは財政
等においてもいろいろ問題が多いから」と座
談的に話していると，『どこかで10億円の半
分位補助してくれる団体があったら，残りは
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市から出るように努力しましょう」というわ
けです。…44）。』
　天野は，その後，選挙事務長を務めていたこと
もあり親交のあった政治家の菅野和太郎から，船
舶振興会会長の笹川を紹介され，残りの 5 億円を
無事調達できることとなった。東京パラリンピッ
クから 4 年後の1968年，ついに全国で初めての障
害者スポーツセンターの設立へとこぎつけたので
ある。その後，各地に障害者スポーツセンターが
設立されるようになり，障害をもつ人がスポーツ
を楽しむ施設として，障害者スポーツ推進の拠点
となった。
　グットマンも，この大阪市障害者スポーツセン
ターの開館式に出席している。また後日大分マラ
ソン大会の後にグットマンの秘書のスクルートン
も来館した。スクルートンの来館に立ち会った藤
原（2009年；インタビュー）によれば，スクルー
トンは来館早々，ボイラー室を見せて欲しいと頼
んできたという。ストークマンデビルのプールの
水温が低い理由を尋ねた藤原に，スクルートンは
「お金がないよ」と答えた。スクルートンはボイ
ラー室を整備することが難しいとその理由を話
し，大阪市のセンターの設備をとても羨ましがっ
た様子であったという。このエピソードからも，
大阪のセンターは当時，最新の設備を兼ね備えた
スポーツ施設であったことが伺える。
　そして，最初の障害者スポーツセンターは，そ
の後，利用者間の交流を通して，障害種別を超
え，サークルが組織化され，その集まりが種目別
のスポーツ組織となった。日本肢体不自由者卓球
協会の設立以降，障害者スポーツセンターを基盤
とした種目別の障害者のスポーツ協会が発足，そ
れぞれ活動を展開していった （注８）（藤原，2009
年；インタビュー）。そして，2012年現在，60種
目以上のスポーツ種目別の競技団体設立となる。
　こうした種目別の障害者スポーツ組織の誕生
は，英国などの障害種別毎のスポーツ組織の誕生
とは設立背景が異なる。英国は，1961年，ストー
クマンデビル関係者が中心となって「全英障害者
スポーツ協会」を設立したが，脊髄損傷者中心型
の協会運営に反感をおぼえた他の障害種別の人々
が，脳性まひを皮切りに，次々と全英障害者ス
ポーツ協会から脱会し，障害種別毎のスポーツ協
会を設立していく （注9）。こうしたコンフリクトの
結果，全英障害者スポーツ協会は，1997年に事実
上消滅した。これに対し，日本は，障害者スポー
ツセンターの競技種目ごとの愛好家が集い，そこ
から組織化が図られたため，障害種別ではなく競
技別にスポーツ組織が立ちあげられていったと考
えられる。いいかえれば，こうしたスポーツの組
織の発展形態は，日本の特徴ともいえるだろう。
４ ．考　　　察
　日本の障害者のスポーツの発展において，起源
ともいえる戦後から1970年代を中心に概観してき
た。以下の 2 点を読み取ることができる。
　第 1 に，日本の障害者のスポーツは，戦後，医
療関係者が，厚生省の担当者に東京パラリンピッ
クの開催について相談を持ちかけた頃から，障害
者のスポーツは厚生省が所管するようになってい
る。ストークマンデビル病院にて，治療にスポー
ツを取り入れたプログラムにより高い就職率を示
したことや，実際に東京パラリンピックでの他国
の選手の自立した様子が，障害者スポーツを推進
する法的根拠にもなった。こうした障害者スポー
ツの推進が，やがては日本身体障害者スポーツ協
会の設立，全国障害者スポーツ大会の開催，障害
者スポーツセンターの設置などといった成果とし
てあらわれた。加えて，日本の障害者スポーツ
が，脊髄損傷者を中心にした発展形態に留まら
ず，様々な障害種別の人が，障害者スポーツセン
ターにて好きなスポーツを共に楽しみ種目別ス
ポーツ協会が設立されていったことは，障害者に
スポーツという文化活動を定着させる基盤の構築
に寄与したともいえるだろう。
　第 2 に，初期の障害者スポーツの発展に貢献し
たキーアクターは，いずれもスポーツ関係者とい
うよりも医療福祉関係者であった。中でも，日本
21田中：戦後日本における障害者のスポーツの発展
障害者スポーツ協会の初代会長である葛西は，日
本で初めての障害者福祉関連法の施行に尽くした
人物であり，さらに中心的人物であった医師の中
村は自らもストーク・マンデビル病院に研修に出
向き，選手団の英国派遣に尽力した。加えて，今
日のパラリンピック大会のように様々な障害種別
が出場できるきっかけをつくったのは，厚生省の
役人である太宰であった。
　ここで，政策アジェンダの設定を分析対象とす
る，Kingdon らが提唱するマルティプル・スト
リームという政策分析アプローチを用いて，この
時代背景を読み取ってみる。マルティプル・ストリ 
ームは，あるアジェンダがいかにして特定の時期
に政策的議論の対象となり，そして実際に政策に
よって解決されなければならない課題となったの
かを理解しようとするものである。Kingdon45）， 46）
は，アジェンダを「政府の役人，あるいは彼らと
密接な関係ある政府外に存在する人々が，ある時
点において関心を寄せる課題や問題点のリスト」
と定義する。そして，そのアジェンダが政策的に
設定されるには，表 1 に示す「問題の流れ」「政
策の流れ」「政治の流れ」の 3 つの流れがあり，
この 3 つの流れが合流する際に開かれる政策の窓
に 着 目 す る こ と が 重 要 で あ る と い う。
Zahariadis47） の論に従えば，政策事業家とは， 3
つの流れをつなごうとする個人，もしくは集団の
アクター（corporate actors）であり，「政策の
窓」が開放された際に直ちに行動を起こし自らが
関心を寄せる問題を政策アジェンダとして遡上さ
せる。本稿では，東京パラリンピック開催，さら
には日本の障害者スポーツ誕生という歴史的扉を
開けるために邁進した中村裕がこの政策事業家に
あたるであろう。もちろん，既に示したように中
村を後押しした多くのアクターが存在するが，中
村は政策アジェンダの設定に成功する政策事業家
の特徴を持つと考えられる。田中と金子4８） によ
れば，成功する政策事業家とは， 3 つの特徴があ
るという。
1 ）政策形成者に接近する機会が大きいこと
（中村は，グットマン，太宰，葛西などの
キーアクターとの接近し活動を展開した）
2 ）より多くの資源を保持していること（たと
えば，その問題を遡上させるのに必要な時
間，財力，精力）（本稿で明らかとなったよ
うに，中村は医師であり，職業柄，社会的な
地位も高く，また障害者のスポーツを発展さ
せるだけの知恵，財力，精力をもっていた。
但し，時間については該当しないだろう）
3 ） 3 つの流れを合流させるという目的を達成
するための巧妙な戦略を採用することだとい
う（東京パラリンピックへの関心を高めるた
めのメディアの活用など活用可能な資源を用
いた）
　初期の障害者スポーツの発展期において，これ
ら 3 つの条件を持ち合わせたのは，間違いなく中
村裕である。何よりも，障害者スポーツという政
府の関心が低かったアジェンダに対する注目を高
め る こ と に 成 功 し た 最 大 の 貢 献 者 で あ る。
Kingdon は，政策アジェンダの優先順位の変化と
政策過程の変化をカップスープに例えている。
カップの底にあるアジェンダを，その政策課題に
着目するキーアクターにより，スープの上部にあ
がることもあるというものである。一時は開催も
時期尚早とされた東京パラリンピックも，中村と
いうキーアクターの活動により，政府やメディア
も巻き込みながら，我が国の障害者のスポーツの
基盤をつくったことは間違いない。
　しかし，我が国初の障害者スポーツセンターの
設置には，中村裕は直接的には関与はしていな
い。だが，先に論じたように政策事業家である中
村の活動により推し進められた東京パラリンピッ
クの開催を機に，「障害者のスポーツ推進」とい
う政策の窓が開かれたと考えられる。そして，東
京パラリンピックの成果（政策のアウトプット）
として，障害者のスポーツセンターの設置となっ
たと理解できる。
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５ ．結　　　論
　日本における初期の障害者スポーツの発展は，
中村裕の存在なくしては語ることはできない。さ
まざまなキーアクターが存在する中で，中村裕は
政策事業家としての機能を果たし，政府も巻き込
みながら障害者のスポーツ推進という政策の窓を
開けさせた。そして初期の障害者スポーツにおい
て重要な歴史的な出来事は1964年の東京パラリン
ピック大会であり，この大会の開催に向けて多く
の人々が関わり，様々な政策的流れにより，障害
者スポーツの幕開けともいうべく「政策の窓」が
開かれたのである。マルティプル・ストリームと
いう政策分析法は，中長期の政策変化を読み取る
には十分ではないが50），しかし東京パラリンピッ
ク大会開催というアジェンダが政策変化をもたら
し，そして障害者スポーツの原点ともなる歴史的
イベントとなったことを検証するには有効な分析
であった。
　東京パラリンピック大会以後も，政策変化がも
たらした障害者スポーツの構造基盤の構築への影
響は，たとえば日本身体障害者スポーツ協会の設
立，全国障害者スポーツ大会の開催，障害者ス
ポーツセンターの設置といった形で具体的な成果
（政策のアウトプット）として認められたのであ
る。加えて，東京パラリンピック開催は，障害種
別を超えて，障害者のスポーツ活動の基盤となる
障害者スポーツセンターの設置と，都道府県持ち
回りの全スポ開催といった日本独自の障害者ス
ポーツの発展形態を辿ることとなる。
　障害者のスポーツは，医療福祉という領域の中
で最初の活動基盤がつくられた。その基盤が，確
かに障害者にスポーツ文化を根付かせてきたのは
紛れもない事実である。しかし，医療福祉の性質
が歴史的に強く，同じ社会政策領域でありながら
も，スポーツ政策の主流からは永きに渡り障害者
は排除されてきた。スポーツの公共性は，スポー
ツ政策が社会政策という性質を強めてこそ実現さ
れるべきものである。しかし，英国やオーストラ
リアがそうであったように，障害者という対象群
のスポーツの公共性を担保するには，スポーツ政
表１　マルティプルストリーム分析における３つの流れの着目点と本稿で見られた事象
着目点 本稿で見られた事象
問題の流れ
（Problem stream）
数多くの問題の中から，ある問題が政府の役
人や関係者から注目を浴び，アジェンダとし
て取り上げられる（あるいは取り上げられな
い）プロセスに注目する。
東京パラリンピックの開催に対し，中村や厚
生省の太宰が，障害者のスポーツの推進をア
ジェンダとして取り入れる。
政策の流れ
（Policy stream）
政策コミュニティにおける専門家によって生
み出されたアイディアのうちのいくつかは，
問題を重要視する政策的アクターによって優
先順位の高いアジェンダとして位置づけられ
る一方で，他のアジェンダは優先順位が低い
ものとして位置づけられるという事象に着目
する。
当初，東京パラリンピックの開催は，時期尚
早として非常に消極的に受け止められてい
た。しかし，グットマンや中村らの度重なる
働きかけ，国際化，国際評価，そして障害者
を労働者（納税者）にすることに関心のあっ
た政府により，東京パラリンピック開催とい
うアジェンダの優先順位が上がる。
政治の流れ
（Politics stream）
国民的なムード（世論など），組織的な政治
的圧力（政党や利益集団），行政上あるいは
立法上の転換（政府の重要人物の交代など），
以上 3 つの要素によって構成されている。
朝日新聞などによる世論，ISMGF や日本に
障害者スポーツを推進したいとする中村らの
働きかけ，さらには太宰のパラリンピック開
催という英断。
（田中と金子49） より作成）
問題の流れ
政策の窓
東京パラリンピック
の開催
政策事業家
中村裕
政策のアウトプット
政治の流れ
政策の流れ
「障害者スポ ツーの
推進」　例）全スポ
の開催，障害者ス
ポ ツー協会の設
立，障害者スポー
ツセンター の設置
図 １ 　マルティプルストリームフレームワーク分析の
概念図
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策だけではなく，同じ社会政策に位置する障害者
政策やマイノリティ政策と合致し，社会政策全体
からの多面的アプローチが必要であると考えられ
る。
　2011年のスポーツ基本法施行後，我が国は障害
者に対してもどのようにしてスポーツの公共性を
担保するのかが問われる時代になった。現在のス
ポーツ政策と障害者政策も含めた社会政策は，よ
り複雑化し，状況を読み取りにくい。だからこ
そ，誰がキーアクターであり，障害者のスポーツ
推進というアジェンダを政策課題にのせ政策変化
が実現されるのかを読み取り分析し政策評価を行
うことは，今後の障害者スポーツの発展により求
められることになるといえよう。
注
（注 1 ）ちなみに，グットマンが亡命する前の英国にお
いても，1922年に障害者自動車運転クラブ（the 
Disabled Drivers’ Motor Club），1930年に英国聴覚障
害者スポーツ協会（British Deaf Sports Council）， 
1932年には英国片腕者ゴルフ協会（British Society of 
One-Armed Golfers）が設立されてはいる51）。しか
し，健常者のスポーツがそうであったように，障害
者においても社会階級の高い人々を中心にスポーツ
が楽しまれていたようだ。現在のように，社会階級
に関係なく世界中で多くの障害者がスポーツに親し
むようになったのは，グットマンの取り組みが始まっ
た第2次世界大戦後のことである。
（注 2 ）国立身体障害者更生指導所（1949年設立）は，
1979年に設立された現在の国立障害者リハビリテー
ションセンターの前身である。
（注 3 ）この大会委員会は，イギリス，オランダ，ベル
ギー，フランス，イタリアの 5 カ国が集まって1960
年に設立され，初代会長はグットマンであった。
（注 4 ）現在は，paraplegia ではなく，parallel（もうひ
とつの，平行な）Olympic の意味となっている。
（注 5 ）グットマンは，脊髄損傷者以外には殆ど関心を
示さなかった（アーサー 2009；インタビュー）。
（注 6 ） スクルートンは，新しい考えや取り組みだけで
なく，英語があまり堪能でなかったグットマンの考
えを理解するのに苦慮したと振り返っている。
（注 7 ）英国の初の障害者関連法は，1944年の「障害者
（雇用）法」である。戦争により負傷した兵士を中心
に，障害者を納税者にすべく職業リハビリテーショ
ンが推進されていった。こうした時代背景が，国立
脊髄損傷者センター（Ministry of Pensions の所管）
の設立への動きとなった。グットマンは，そのセン
ターの所長を務めていた。但し，グットマンは本業
と共に，脊髄損傷者のスポーツ推進にも尽力した。
（注 ８ ）しかし，1963年に設立された日本初の「全日本
ろうあ連盟スポーツ委員会」をかわきりに，初期の
日本身体障害者スキー協会（1972年設立），日本車椅
子バスケットボール連盟（1975年設立）はこれには
該当しない。
（注９）1990年代以降，独立採算が可能な車椅子バス
ケットボールなど，競技種目別の組織が設立されて
いくようになる。1995年の障害者差別禁止法施行に
は，健常者の競技団体の中に統合されていくような
動きを見せる競技団体も増えた。また，ロンドンパ
ラリンピックを前に障害種別支援体制の限界も議講
され（アシュレー，2009年：インタビュー），2013年
現在の英国は，障害者団体と競技団体の支援体制が
とられている。
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